（様式１）

受審資格認定申請書

令和８年　　月　　日

　福井県知事　石田嵩人　様

申請者　住所（所在地）
　　　商号（名称）　
　　　代表者職氏名　
　　　電話番号　　　
　　　ＦＡＸ番号　　


令和８年４月３日付けで公示のありました「学校給食等における地場産食材活用に向けた調査事業」委託業務の企画提案に参加する資格審査の認定を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。
　なお、添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。


記


１　直近２事業年度分の事業報告書

２　直近２事業年度分の財務諸表類

３　企画提案参加事業者の概要・事業内容・運営体制等が分かる書類（会社案内等）

４　公告業務と同種あるいは類似の業務を履行した実績を記載した書面　（様式２）

５　公告業務の履行体制

６　県内に事業所を有する者は、県税事務所または嶺南振興局が発行する県税に滞納がない旨の証明書（写しでも可）

７　受審資格誓約書　（様式３）


（様式２）

同種業務の実績

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	発注者
	

	業務内容
	



	契約期間
	

	契約金額
	

	

	発注者
	

	業務内容
	



	契約期間
	

	契約金額
	



	発注者
	

	業務内容
	



	契約期間
	

	契約金額
	



　　（注１）今回の業務と同規模のものを記入し、過去２年間の福井県との契約実績を優先して
ください。
　　（注２）記載した実績のうち、官公庁との契約実績に係る契約書（写）を添付してください。



（様式３）
令和８年　　月　　日

福井県知事　石田　嵩人　様

申請者　
　主たる事務所の所在地
　名称　
　代表者の氏名　

受審資格誓約書

「学校給食等における地場産食材活用に向けた調査事業」委託業務の企画提案の申し込みにあたり、下記の受審資格をすべて満たしていることを誓約します。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者でないこと。
（２）受審資格認定の日において、現に県の指名停止措置を受けている者でないこと。
（３）	受審資格認定の日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に準じた更生手続開始の申し立て、および民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に準じた再生手続開始の申し立てまたは破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと。
（４）提案を求める業務と同種または類似の業務を履行した実績を有する者であること。
（５）次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。
ア  役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその支店もしくは　常時契約をする事務所を代表する者をいう。以下同じ）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者
イ  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者
ウ  役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者
エ  役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している者
オ  役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６）地方税を滞納していない者であること。
（７）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定によるもの）および宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定によるもの）でないこと。
（８）過去３年間において、団体の事業等において、刑法等の重大な法令に違反して処罰を受けていないこと。




（様式４）

                              　　　        　　　   　　　　令和８年４月　　日
　

「学校給食等における地場産食材活用に向けた調査事業」委託業務
企画提案募集に係る質問書

商号または名称　
代表者　
電　　　話　
FAX　
担当者名　

	番　号
	質　　問　　事　　項

	 　
	



※用紙が不足する場合は、複写して使用してください。
